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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項 該当なし

（２）監査意見 該当なし

（３）決算審査意見 該当なし

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該当なし

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務

事業評価担当

工事検査課

工事検査担当

（１）建設事業の評価に関すること。

（２）県が施工する建設工事の検査に関すること。

（３）県費補助に係る建設工事の検査（技術的又は専門的

なもので知事が特に必要があると認めるものに限る。）

に関すること。

（４）市町村等から委託を受けた建設工事の検査に関する

こと。

４ 職員の定員、現員調べ

事務職員 技術職員 現業職員 合 計種 別
区 分 22.4.1

現 在
21.4.1
現 在

22.4.1
現 在

21.4.1
現 在

22.4.1
現 在

21.4.1
現 在

22.4.1
現 在

21.4.1
現 在

備 考

定 員 ０ １ １３ １３ ０ ０ １３ １４

現 員 ０ ０ １３ １３ ０ ０ １３ １３

過不足(△) ０ △１ ０ ０ ０ ０ ０ △１
室長補佐欠員状態
（H21.4.1現在）

臨 時 職 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

非常勤職員 １ １ ０ ０ ０ ０ １ １事務
行政監察室と兼務



５ 役付職員の調べ

（平成２２年８月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

工事検査課長 柏崎 隆志
年

２

月

４
総括検査専門員２年  

課長補佐兼主幹 (兼 )国岡 浩紀 ４
行 政 監 察 課 課 長 補 佐 兼 主

任監察員

総括検査専門員 丸山 博史 １ ４

検査専門員１年、米子工事

検 査 事 務 所 検 査 専 門 員 １

年

検査専門員 平野 義博 ４

検査専門員 鈴木 和寿 １ ４

検査専門員 佐藤 隆宏 ４
米 子 工 事 検 査 事 務 所 検 査

専門員２年  

検査専門員 湊口 民弥 ４

検査専門員 松島 義明 ４

検査専門員 太田垣 順 ４

米子工事検査事務所長

兼検査専門員
橋本 博 １ ４

建設事業評価室

検査専門員２年  

検査専門員 梅田 茂信 ４

検査専門員 野坂 修司 １ ４

検査専門員 三原 正司 ２ ４

検査専門員 成相 弘美 １ ４



６ 主な事業に関する調べ

事業名 概要

工事検査業務事業

決算額

5,040千円

（財源内訳）

一般財源

5,037千円

その他（雑入）

3千円

ア 目的及び事業の実施状況

（ア） 目的

建設工事の品質を確保するため、各事業所管課からの諸報告に基づき、県が行

う建設工事（県工事）、県費補助に係る建設工事（県費補助工事）並びに市町村

等から委託を受けた建設工事（市町村等工事）の検査を行うとともに、県が行う

工事について成績評定を行う。 

（イ） 事業の実施状況

(1)専任検査員検査件数（12名） （単位：件） 
区 分 農 林 土 木 建 築 設 備 合 計

中間検査 38 425 27 24 514

完成検査 58 699 67 74 898

県工事

出来形検査 0 0 0 0 0

中間検査 0 0 2 0 2

完成検査 0 0 19 6 25

県費補助

工事

出来形検査 0 0 0 0 0

中間検査 0 5 0 0 5

完成検査 0 14 0 0 14

市町村等

工事

出来形検査 0 0 0 0 0

中間検査 38 430 29 24 521

完成検査 58 713 86 80 937

合 計

出来形検査 0 0 0 0 0

合 計 96 1,143 115 104 1,458

※専任検査員(建設事業評価室及び米子工事検査事務所の職員)は、当初請負

対象設計金額が1,500万円以上（建築・設備工事にあっては1,000万円以上）

の県工事及びすべての補助工事、市町村等工事の検査を行い、兼務検査員は

それ以外の工事の検査を行う。

※ 1,458件には、応援検査員（年度末等検査の集中時期に臨時的に任命する

兼務検査員33名）による検査69件を含む。

※任意抽出による破壊検査を次のとおり実施した。

・ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁等破壊検査 9件 ・(新)ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ支柱引き抜き破壊検査 2件

※検査区分について

・中間検査 工事の適正な執行を確保するために行う検査

・完成検査 工事の完成を確認するために行う検査

・出来形検査 請負契約解除時において工事の出来形部分を確認するために

行う検査

(2)兼務検査員検査件数（74名） (単位：件）

区 分 農 林 土 木 建 築 設 備 合 計

完成検査 31 642 73 87 833

出来形検査 0 1 0 0 1

合計 31 643 73 87 834

※当初請負設計対象金額が1,500万円未満の工事は、中間検査を行わない。

※ 834件には、応援検査員（21名）による検査59件を含む。



事業名 概要

(3)検査による修補、手直し、工事成績に対する不服申立

① 修補 （設計図書等との不適合）

農林 土木 建築 設備 計

0 0 0 0 0

② 手直し（軽微な設計図書等との不適合）

農林 土木 建築 設備 計

1 9 1 0 11

③ 不服申立（成績評定に不満がある場合に請負業者が行うもの）

農林 土木 建築 設備 計

0 1 0 0 1

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

専任検査員が行う検査対象工事（一般土木）を請負対象設計金額2,000万円以上

から1,500万円以上に拡大し、併せて簡易型評定の範囲も500万円以上1,000万円未

満から1,500万円未満に拡大して、請負者、兼務検査員の負担を軽減する体制に見

直した。

ウ 成 果

・検査体制の見直しにより、請負者、検査員の負担の軽減を図るとともに、より一

層現場の実情が反映させられる評定を行った。

・検査員の資質向上により検査の公平性を確保した。

・任意抽出による破壊検査により、手抜き工事の防止を図った。

エ 課 題

検査員間の評定視点、経験等によりバラツキが発生する可能性が否定できないこ

と。 

公共事業評価推進

事業

決算額

1,201千円

（財源内訳）

一般財源

1,201千円

ア 目的及び事業の実施状況

（ア）目的

県が行う公共事業を鳥取県公共事業評価委員会に諮問し、客観的な評価を受ける

ことにより、公共事業の効果的、効率的かつ適正な執行を図る。 
・再評価 着手後一定期間経過した事業の継続の適否等について評価

・事前評価 新たに着手する事業計画の妥当性等について評価

（イ）事業の実施状況

委員会開催 ７回 答申 １回 
答 申

区分 諮問
継続・妥当 中止・妥当でない 継続審査・保留

再評価 5 4 （一部休止） 1 0

事前評価 0 0 0 0



事業名 概要

イ 平成２１年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

改善事項なし

ウ 成果

・公開の場で県民の視点で評価することにより、公共事業の透明性・客観性の向上

に寄与した。

・説明責任を具体的に果たすことによる職員の意識改革が図られた。

エ 課題

委員主導の委員会運営を目指していることから、審議に相当の時間を要している

など効率性の観点からは改善の余地がある。



７ 決算調書

（総括表）

（単位：円）

予 算 現 額 支出済額の内訳
区

分
科 目 当初予算額 補正予算額

継続費及び

繰越事業費

繰 越 額

予 備 費

支出及び

流用増減

計

Ａ

支出済額

Ｂ
本 庁 出納機関

翌 年 度

繰 越 額

Ｃ

差引増減額

Ａ-Ｂ-Ｃ

備 考

一般管理費 6,884,000 0 0 0 6,884,000 6,240,131 6,240,131 0 0 643,869

歳

出

合 計 6,884,000 0 0
0

6,884,000 6,240,131 6,240,131 0 0 643,869

雑 入 4,000 0 0 0 4,000 2,971 2,971 0 0 1,029

小 計 4,000 0 0 0 4,000 2,971 2,971 0 0 1,029

一般県費

充 当
6,880,000 0 0 0 6,880,000 6,237,160 6,237,160 0 0 642,840

同

上

財

源

内

訳

合 計 6,884,000 0 0 0 6,884,000 6,240,131 6,240,131 0 0 643,869



８ 事業別実施状況調べ

（単位：円） 

事 業 名 予 算 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 差引残額 事業の計画と実績・成果

（一般管理費）

（主）

工事検査業務

（主）

公 共 事 業 評 価

推進事業

5,457,000

1,427,000

5,039,130

1,201,001

0

0

417,870

225,999

目 計 6,884,000 6,240,131 0 643,869

合 計 6,884,000 6,240,131 0 643,869

９ 予備費の充用調べ 該当なし

１０ 繰越関係調べ 該当なし

１１ 収入証紙取扱額調べ 該当なし

１２ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金 該当なし

（２）使用料 該当なし

（３）手数料 該当なし

（４）財産収入 該当なし

（５）寄付金 該当なし



（６）諸収入

（単位：円）

収 入 科 目

目 節 細 節
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

雑 入 雑 入
非常勤職員

雇用保険料
１ 2,971 2,971 0 0

本庁執行分計（目） 2,971 2,971 0 0
出納機関執行分計（目） 0 0 0 0

目 計 2,971 2,971 0 0
合 計 2,971 2,971 0 0

１３ 税外収入未済額調べ 該当なし

１４ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ 該当なし

１５ 税外収入不納欠損額調べ 該当なし

１６ 債務負担行為の状況調べ 該当なし

１７ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ 該当なし

（１）負担金 該当なし

（２）補助金 該当なし

（２－２）補助金（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

（３）交付金 該当なし



（４）委 託 料

（単位：円）

当 初 契 約 支 出 の 状 況

予定価格 (契約年月日)

契約額
契 約

期 間

完 了

年月日

変 更 契 約 （ 最 終 )

入札等

年月日

(契約保証金納付等

年月日)

予算科目

（目）

国補

単県

の別
委託料の名称

委託契約の

相手方
(契約年月日)

契約額
契 約

期 間
契約形態

履行検査

年 月 日

支出

区分

支 出

年月日 金 額

備 考

（ ）
～ （ ）

（ ）
～

予定価格が20万

円未満のもの
467,880

本庁執行分計 467,880

出納機関執行分計 0

目 計 467,880

合 計 467,880

（４－２）委託料（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１８ 工事請負費調べ 該当なし

１８－２ 工事請負費調べ（他課から予算の配当替えを受けて執行したもの） 該当なし

１９ 財産に関する調べ

（１）公有財産 該当なし



（２）金券類の受払状況

(平成２２年３月３１日現在）

本 年 度 中

種 別 前年度末
購 入 額 使 用 額

本年度末 備 考

郵便切手及び郵便はがき

円

4,370

円

12,400

円

9,390

円

7,380

収入印紙

収入証紙

タクシークーポン券

鉄道バスプリペードカード

合 計 4,370 12,400 9,390 7,380

（３）基 金 該当なし

（４）債 権 該当なし

２０ 財産の貸付け及び使用許可調べ 該当なし

２１ 借受不動産明細調べ 該当なし

２２ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ 該当なし

２３ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ 該当なし

２４ 寄附物件の受納状況調べ 該当なし

２５ 備品の処分状況調べ 該当なし

２６ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 該当なし

２７ 貸付金等状況調べ 該当なし

○ 意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等 該当なし

（２）監査委員事務局に対する要望等 該当なし


